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居住に困難を抱える単身高齢者の居住支援における 
コミュニティソーシャルワークの意義と機能 
人間社会研究科人間福祉専攻博士課程 洪心璐 
 
（論文要旨） 
 
近年、日本においては、少子高齢化が急激に進行している。未婚率の増加や、核家族化の
影響を受け、世帯規模の縮小が続くなか、増加する単身高齢者をめぐる環境が変化している
中で、家族機能の脆弱化や社会関係の希薄化により、日常生活や居住環境に不安を抱く高齢
者が増加している。 
このような状況の中、一人ひとりの高齢者が、地域で安心して暮らせる社会環境を構築す
るために、地方自治体における社会福祉施策と住宅施策等の連携を図った居住支援施策の
展開の必要性について共通認識され、単身高齢者等が住み慣れた地域において継続的に安
心して暮らせるように支援し、既に一定の成果をあげている基礎自治体がでている。 
今後、居住に困難を抱える単身高齢者を個別事例として捉えるのではなく、地域に同じよ
うなニーズを抱える人が存在することとして捉えることが重要となる。住まいを生活の基
盤として安定させるために、社会福祉分野と住宅分野の垣根を超えて、フォーマルサービス
とインフォーマルサービスを結びつけることを通じて、居住支援サービスの拡充が求めら
れる。近年、生活圏や人間関係などの環境面を重視した相談活動や、地域を基盤とするニー
ズの発見、アウト・リーチ、またはフォーマル・インフォーマルサービスの提供・関係調整、
社会資源開発などの機能を果たすコミュニティソーシャルワークが注目され、居住支援と
コミュニティソーシャルワークの融合について検討されている。 
 
そこで、本研究の目的は、第一に、居住に困難を抱える単身高齢者の居住支援を機能させ
るための社会福祉施策と住宅施策における連携の現状と課題について分析を行うことであ
る。第二に、居住に困難を抱える単身高齢者の居住支援実践に求められるコミュニティソー
シャルワークの機能について分析を行うことである。 
この 2つの目的の結果を踏まえて、居住に困難を抱える単身高齢者を支援する際に、社会
福祉施策と住宅施策の連携課題を明確にした上で、コミュニティソーシャルワークに求め
られる機能を整理し、その機能が支援活動においてどのような効果を発揮しているのかを
明らかにする。 
 
本研究は以下の通り、7つの章で構成されている。 
第 1章では、まず、単身高齢者を取り巻く社会状況と住生活に関する実態と課題を踏まえ
て、高齢者を取り巻く福祉部局と住宅部局が連携した施策について、代表的な施策を取り上
 2 
げつつ、現在に至るまでの歴史的変遷を経年的に俯瞰している。単身高齢者の居住をめぐる
問題構造を明らかにした上で、その解決策の一つとして、コミュニティソーシャルワークに
着眼し、居住支援におけるコミュニティソーシャルワークの位置づけについて検討してい
る。 
第 2章では、第１章で明らかにした本研究の背景的問題の実態を踏まえ、社会福祉施策と
住宅施策に関する研究、単身高齢者居住支援ニーズおよび支援方策に関連する居住支援策
等の角度から先行研究を概観し、その限界性を踏まえて、本研究の研究目的を導き出してい
る。 
第 3章では、地域包括ケアシステムが導入された後に、市区町村における福祉部局と住宅
部局との連携実態がどのように変化したのか、経年変化とともにその動向を明らかにし、地
域特性による差異は無いのかについて検証を行っている。本調査では、全国 1,540自治体の
介護保険者を対象にアンケート調査を行った結果、二部局の連携実態の経年変化及び地域
特性による差がうかがえた。調査結果を踏まえ、今後の福祉施策と住宅施策の連携を促進す
るため、①基礎自治体における福祉・住宅部局の連携体制の形成、②地域資源としての既存
ストックの活用、③生活支援と住まいの連結による居住支援の充実の必要性について論じ
ている。 
第 4章では、住宅セーフティネット法に基づき、福祉部局と住宅部局が連携する場として
機能強化が求められる居住支援協議会を調査対象とし、居住支援協議会の取組の実態と課
題について分析している。その結果、①基礎自治体における居住支援協議会の設置の推進、
②潜在的ニーズへのアウト・リーチ機能、③ネットワーク機能の強化、④支援活動における
財源確保の必要性が示唆されている。 
第 5章では、基礎自治体における先駆的に取り組む居住支援組織の支援担当者を対象に、
インタビュー調査を行った。その結果、居住に困難を抱える単身高齢者の居住支援の実践に
おいて、求められるコミュニティソーシャルワークの機能として、【住まいの相談を切口と
したニーズ把握機能】、【協力体制による総合支援機能】、【フォーマル・インフォーマルサー
ビスへのコーディネート機能】、【居住支援ニーズに応じた社会資源の開発機能】、【利用者の
社会参加促進機能】、【情報発信機能】の 6つのカテゴリーに概念化し、相互の影響の関係性
を解明している。また、調査結果を踏まえて、コミュニティソーシャルワーク機能の視点か
ら、居住に困難を抱える単身高齢者の居住支援の展開・普及への提言として、①ニーズ・キ
ャッチのツール開発による的確なニーズ把握、②ターゲットの属性を意識した情報発信、③
公民協働による総合支援の展開、④居住支援ニーズに対応する必要な社会資源の開発とい
う 4点が示唆されている。 
第 6 章では、コミュニティソーシャルワーク機能を有する居住支援組織における支援の
プロセスを通して、当事者の生活にどのような変化を持たせているかという点に焦点をあ
て、居住支援組織によるサービスを受けている単身高齢者にインタビュー調査を実施し、分
析を行った。その結果、分析対象者は、入居前において、【家庭的事情】、【従前居住地の事
情】、【経済的要因】から、居住支援を受けるきっかけとなった。また、物件探し・契約段階
では、分析対象者は、【保証人となる親族の不在】、【物件を借りにくい社会環境】、【希望に
合った選択肢の乏しさ】に起因する困難な状況に直面していたことが明らかにされた。さら
に、居住支援の効果として、【住居の確保】、【フォーマル・インフォーマルサービスの利用】、
 3 
【社会関係の再構築】、【将来への不安の解消】が挙げられた。一方、残された課題として、
《サービス利用拒否による身体機能の低下》、《社会的孤立》、《高齢期の生活に対する不安》、
《一人暮らしへの不安》、《死後への考慮》があげられた。分析結果から、①複合的・重層的
なニーズをキャッチするシステムの整備、②地域を基盤としたソーシャル・サポート・ネッ
トワークの再構築、③福祉・住宅分野における多職種連携とコーディネート機能の拡充の必
要性が示唆されている。 
終章では、これらの調査結果を踏まえ、居住に困難を抱える単身高齢者を対象とした居住
支援実践において、コミュニティソーシャルワーク機能をどのように発揮させるのが望ま
しいか、またその課題を明らかにした上で、将来への展望について提起した。最後に、本研
究における社会的意義、研究上の課題、および今後の研究の方向性について検討した。 
 
本研究が有する限界性として、第 3 章で論じた市区町村における福祉部局と住宅部局と
の連携実態に関する量的調査は、福祉部局の担当者を対象としており、住宅部局の担当者に
も同様の調査を行う必要がある。また、地域特性を踏まえた福祉施策と住宅施策の連携のあ
り方について、インタビュー調査を実施し、地域的な要因について詳細な分析が必要と考え
られる。 
次に、居住に困難を抱える単身高齢者の居住支援に求められるコミュニティソーシャル
ワークの機能に関する質的調査において、調査時点では、居住支援協議会が設立されている
例が少ない状況にある。調査対象として、「成約件数が多い居住支援協議会」、またそれを補
完するために、「単なる相談支援のみならず、居住支援に関する新たな仕組みやサービスを
開発している居住支援団体」を選定しているものの、主観的な選定になっていることでデー
タにバイアスがかかっているという点がある。これから、全国に拡大していくと考えられる
居住支援活動について、さらに調査対象を広げて、コミュニティソーシャルワーク機能を踏
まえて、ほかの居住支援組織において継続に調査し、実証的に検証する必要がある。 
今後は、単に物的な住まいの確保だけではなく、個人の生活の支援と、地域を基盤とした
ソーシャル・サポート・ネットワークの再構築など、居住に困難を抱える単身高齢者のニー
ズに合った居住支援モデルを検討し、その普及に努め、地方自治体における包括的支援体制
の構築の一助になることを期したい。 
